
第１四半期報告書

本書は、ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Disclosure for Investors' NETwork）システ
ムを利用して金融庁に提出した第１四半期報告書の記載事項を、紙媒体と
して作成したものであります。

株式会社インターワークス

(E31103)

6032/E31103/インターワークス/2019年



目 次

【表紙】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

第一部 【企業情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

第１ 【企業の概況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

１ 【主要な経営指標等の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

２ 【事業の内容】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

第２ 【事業の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

１ 【事業等のリスク】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ・・・・・・ 3

３ 【経営上の重要な契約等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6

第３ 【提出会社の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

１ 【株式等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

（１） 【株式の総数等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

            ① 【株式の総数】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

            ② 【発行済株式】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

（２） 【新株予約権等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

            ① 【ストックオプション制度の内容】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

            ② 【その他の新株予約権等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

（３） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 ・・・・・・・・・・ 7

（４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

（５） 【大株主の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

（６） 【議決権の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8

            ① 【発行済株式】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8

            ② 【自己株式等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8

２ 【役員の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8

第４ 【経理の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9

１ 【四半期連結財務諸表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10

（１） 【四半期連結貸借対照表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10

（２） 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 ・・・・・・・・・・・ 11

【四半期連結損益計算書】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11

【第１四半期連結累計期間】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11

【四半期連結包括利益計算書】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12

【第１四半期連結累計期間】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12

【注記事項】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13

【セグメント情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14

２ 【その他】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16

レビュー報告書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 巻末

6032/E31103/インターワークス/2019年



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年８月10日

【四半期会計期間】 第29期第１四半期（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

【会社名】 株式会社インターワークス

【英訳名】 Interworks,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長 西本 甲介

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋一丁目６番21号 ＮＢＦ虎ノ門ビル８階

【電話番号】 03-6823-5400（代表）

【事務連絡者氏名】 財務・経理部部長 清水 寛

【最寄りの連絡場所】 東京都港区西新橋一丁目６番21号 ＮＢＦ虎ノ門ビル８階

【電話番号】 03-6823-5400（代表）

【事務連絡者氏名】 財務・経理部部長 清水 寛

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

6032/E31103/インターワークス/2019年
－1－



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第１四半期
連結累計期間

第29期
第１四半期
連結累計期間

第28期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 （千円） 1,008,241 1,042,536 3,968,844

経常利益 （千円） 165,067 115,613 645,520

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 111,750 76,980 430,603

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 112,020 76,980 429,363

純資産額 （千円） 2,383,895 2,487,781 2,701,166

総資産額 （千円） 2,862,144 3,024,490 3,236,073

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 11.55 7.95 44.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 11.52 7.94 44.42

自己資本比率 （％） 83.3 82.3 83.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

①全般的事業の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東京五輪や省力化等の需要を受けた設備投資が牽引役とな

り、企業の景況感には慎重さがみられるものの引き続き高い水準にあり、未だに緩やかな回復基調を維持していま

す。しかしながら、中国や新興国経済の成長の鈍化懸念や米国発の通商問題や資源価格上昇懸念により、景気後退

リスクが意識される不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの事業領域である人材ビジネス市場の状況は、平成30年５月の完全失業率（季節調整値）は2.2％

（前年同月3.1％、前月2.5％）、有効求人倍率（季節調整値）は1.60倍（前年同月1.49倍、前月1.59倍）、新規求

人倍率（季節調整値）は2.34倍（前年同月2.31倍、前月2.37倍）の国内雇用状況であり、労働市場の逼迫の状況が

継続しております。

このような環境の中、求人企業と求職者に 適のマッチング機会を提供する人材ビジネスの社会的期待は継続し

て高いものと認識しております。当社グループは「“一人でも多くの求職者に仕事を提供すること”、“一社でも

多くの企業に良い求職者を紹介すること”を常に意識し、“人と組織の強い繋がりの輪”を広げること」を基本方

針として、事業を展開してまいりました。

なお、当第１四半期連結累計期間においても、昨年度より取り組んでいる「持続的成長のための構造改革」に継

続して取り組んでおります。

主力事業であるメディア＆ソリューション事業におきましては、「工場WORKS」が事業全体の業績を引き続き牽

引しており、持続的な成長の戦略に沿って、「工場WORKS」への経営資源の集中を継続し、サービス拡充のための

成長投資を行った結果、増収減益となりました。

また、人材紹介事業は、持続的な成長の戦略に沿って増員してきたコンサルタントが順調に成長しており、生産

性向上と相まって、増収増益となりました。

他方、採用支援事業においては、採用アウトソーシングからHR-Technologyへの事業構造改革の推進に 注力

し、従来型の採用アウトソーシングのリストラクチャリングを行った結果、減収減益となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高1,042,536千円（前年同期比3.4％増）、営業利益

115,430千円（前年同期比29.5％減）、経常利益115,613千円（前年同期比30.0％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益76,980千円（前年同期比31.1％減）となりました。

②事業部門の営業概況

（イ）メディア＆ソリューション事業

メディア＆ソリューション事業におきましては、製造業界に特化した求人メディアである「工場WORKS」が事業

全体の業績を牽引しており、引き続き経営資源の集中を図っております。主力である「工場WORKS」においては、

前年同期比9.3％増と堅調な増収を果たしております。

なお、持続的成長の為の戦略投資を引き続き行っており、潜在的求職者層へのアプローチを行う「工場タイム

ズ」（コンテンツメディア）のリニューアルに加えて、プロドライバー向けの新メディアである「ドライバータイ

ムズ」への投資を行い、エンジニアの積極採用を前倒ししました。

これらの結果、同事業の当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高465,409千円（前年同期比1.8％増）、セグ

メント利益99,948千円（前年同期比19.6％減）となりました。

（ロ）人材紹介事業

人材紹介事業におきまして、持続的成長の為の戦略投資に基づき増員したコンサルタントが順調に成長を果たし

ております。また、生産性向上により、成約単価を維持しつつ成約件数が前年同期比26％増となりました。

引き続きコンサルタントの増員と早期戦力化を行い、KPIマネジメントとスモールチーム戦略の推進により、下

期から成約を前期比1.5倍のペースで進める取り組みを行っています。なお、当第１四半期連結累計期間において

は、成約の一部の入社月が７月へスライドしております。

これらの結果、同事業の当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高259,987千円（前年同期比31.5％増）、セ

グメント利益21,550千円（前年同期比389.2％増）となりました。
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（ハ）採用支援事業

採用支援事業におきましては、事業構造改革を更にドライブを掛けて推し進め、採用アウトソーシングの売上高

を減らし、HR-Technology商材の受注に 注力を図っています。HR-Technology商材の受注金額は目標に対して

232％で進捗中であります。

従来型の採用アウトソーシングのリストラクチャリングにより、当第１四半期連結累計期間は減益となるもの

の、通期の利益確保への準備を順調に進めております。

これらの結果、同事業の当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高317,140千円（前年同期比10.2％減）、セ

グメント損失6,144千円（前年同期はセグメント利益34,979千円）となりました。

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて211,582千円減少し、3,024,490千円

となりました。これは主として、配当金の支払及び法人税等の納付等の結果、現金及び預金が241,542千円減少、

回収に伴い売掛金が94,813千円減少、持続的成長の為の戦略投資に伴い流動資産のその他が88,839千円増加、無形

固定資産のその他が16,197千円増加、投資その他の資産のその他が22,967千円増加したことによるものでありま

す。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日 企業会計基準委

員会）等の適用により、当第１四半期連結会計期間の期首に繰延税金資産を表示する区分の変更を行っており、こ

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動資産のその他に表示しておりました21,372千円は、

投資その他の資産のその他として組み替えております。

前述の財政状態の状況（資産の部）の分析結果については、当該表示の組替後の連結財務諸表を用いておりま

す。

（負債の部）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,801千円増加し、536,709千円と

なりました。これは主として、支払に伴い買掛金が34,310千円減少、納付に伴い未払法人税等が11,472千円減少、

夏季賞与の支給額の確定等に伴い賞与引当金が11,722千円減少、これ等と配当金の支払に伴う源泉所得税の預り等

により流動負債のその他が57,308千円増加したことによるものであります。

（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて213,384千円減少し、2,487,781千円

となりました。これは、配当金の支払と親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が減少したこ

とによるものであります。

(3) 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

（売上高）

当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期に比べて34,295千円増加し、1,042,536千円（前年同期比3.4％

増）となりました。これは主に、メディア＆ソリューション事業において、主力の「工場WORKS」へ継続して経営

資源を集中することにより売上高465,409千円（前年同期比1.8％増）となり、人材紹介事業において、持続的成長

の為の戦略投資に基づき増員したコンサルタントの成長が果たせたこと、及び生産性向上により売上高259,987千

円（前年同期比31.5％増）となり、各々の事業で増収を果たしましたが、採用支援事業において、従来型の採用ア

ウトソーシングからHR-Technology商材へと受注の注力度合を転じたことにより売上高317,140千円（前年同期比

10.2％減）と、事業構造改革の推進に傾注しての減収となったことによるものです。

（売上総利益）

当第１四半期連結累計期間の売上総利益は、前年同期に比べて3,431千円増加し、671,518千円（前年同期比

0.5％増）となりました。売上総利益率は64.4％（前年同期66.3％）となりました。これは主に、売上高が伸長し

たメディア＆ソリューション事業や人材紹介事業において、外注や募集広告等の原価が増加したことによるもので

す。

（営業利益）

当第１四半期連結累計期間の営業利益は、前年同期に比べて48,415千円減少し、115,430千円（前年同期比

29.5％減）となりました。営業利益率は11.1％（前年同期16.3％）となりました。これは主に、人材紹介事業にお

いて、売上高の伸長に伴い利益の増加を果たしたものの、メディア＆ソリューション事業において、持続的成長の
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為の戦略投資費用を投下したこと、並びに採用支援事業において、事業構造改革の一環として従来型の採用アウト

ソーシングのリストラクチャリング費用を投下したことにより、販売費及び一般管理費が増加したことによるもの

です。

（経常利益）

当第１四半期連結累計期間の経常利益は、前年同期に比べて49,453千円減少し、115,613千円（前年同期比

30.0％減）となりました。経常利益率は11.1％（前年同期16.4％）となりました。これは主に、営業利益の減少に

よるものです。

（親会社株主に帰属する四半期純利益）

当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期に比べて34,770千円減少し、

76,980千円（前年同期比31.1％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益率は7.4％（前年同期

11.1％）となりました。これは主に、経常利益の減少によるものです。

（収益性の分析）

当第１四半期連結累計期間のROE（自己資本四半期純利益率）は、親会社株主に帰属する四半期純利益の減少に

伴い、3.0％（前年同期4.5％、前年同期比1.5ポイント減）となりました。

なお、ROE（自己資本四半期純利益率）は下記の計算式により算出しております。

ROE（自己資本四半期純利益率） ＝
親会社株主に帰属する四半期純利益

（期首自己資本 ＋ 期末自己資本） ÷ 2

(4) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,000,000

計 19,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,784,000 9,784,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株

であります。

計 9,784,000 9,784,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 9,784,000 － 171,190 － 144,577

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 105,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,677,400 96,774 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数 9,784,000 － －

総株主の議決権 － 96,774 －

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社インターワークス

東京都港区西新橋一丁

目６番21号
105,100 － 105,100 1.07

計 － 105,100 － 105,100 1.07

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,316,467 2,074,924

売掛金 483,151 388,338

その他 36,220 125,059

貸倒引当金 △747 △737

流動資産合計 2,835,092 2,587,585

固定資産

有形固定資産 36,359 37,219

無形固定資産

のれん 4,036 －

その他 141,207 157,404

無形固定資産合計 145,243 157,404

投資その他の資産

その他 225,992 248,960

貸倒引当金 △6,614 △6,679

投資その他の資産合計 219,378 242,281

固定資産合計 400,981 436,905

資産合計 3,236,073 3,024,490

負債の部

流動負債

買掛金 152,154 117,843

未払法人税等 60,125 48,653

解約調整引当金 6,240 8,118

賞与引当金 18,000 6,277

その他 294,506 351,815

流動負債合計 531,026 532,707

固定負債

退職給付に係る負債 3,880 4,001

固定負債合計 3,880 4,001

負債合計 534,907 536,709

純資産の部

株主資本

資本金 171,190 171,190

資本剰余金 583,519 583,519

利益剰余金 1,953,566 1,740,182

自己株式 △7,110 △7,110

株主資本合計 2,701,166 2,487,781

純資産合計 2,701,166 2,487,781

負債純資産合計 3,236,073 3,024,490

6032/E31103/インターワークス/2019年
－10－



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

売上高 1,008,241 1,042,536

売上原価 340,154 371,018

売上総利益 668,086 671,518

販売費及び一般管理費 504,240 556,087

営業利益 163,846 115,430

営業外収益

受取利息 18 19

物品売却益 157 －

助成金収入 450 －

未払配当金除斥益 595 156

その他 － 7

営業外収益合計 1,221 183

経常利益 165,067 115,613

特別損失

固定資産除却損 386 149

特別損失合計 386 149

税金等調整前四半期純利益 164,680 115,464

法人税、住民税及び事業税 52,285 42,026

法人税等調整額 644 △3,542

法人税等合計 52,930 38,484

四半期純利益 111,750 76,980

親会社株主に帰属する四半期純利益 111,750 76,980
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

四半期純利益 111,750 76,980

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 270 －

その他の包括利益合計 270 －

四半期包括利益 112,020 76,980

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 112,020 76,980

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

減価償却費 15,093千円 11,930千円

のれんの償却額 4,036 4,036

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日

取締役会
普通株式 256,489 26.50 平成29年３月31日 平成29年６月２日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月９日

取締役会
普通株式 290,364 30.0 平成30年３月31日 平成30年６月１日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

メディア＆ソ
リューション

事業
人材紹介事業 採用支援事業 計

売上高

外部顧客への売上高 457,215 197,727 353,298 1,008,241 － 1,008,241

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 3,839 － 3,839 △3,839 －

計 457,215 201,566 353,298 1,012,080 △3,839 1,008,241

セグメント利益 124,352 4,405 34,979 163,736 109 163,846

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引で発生したものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

メディア＆ソ
リューション

事業
人材紹介事業 採用支援事業 計

売上高

外部顧客への売上高 465,409 259,987 317,140 1,042,536 － 1,042,536

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 1,243 460 1,703 △1,703 －

計 465,409 261,231 317,600 1,044,240 △1,703 1,042,536

セグメント利益又は損失（△） 99,948 21,550 △6,144 115,355 75 115,430

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引で発生したものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 11.55円 7.95円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 111,750 76,980

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額（千円）
111,750 76,980

普通株式の期中平均株式数（株） 9,678,861 9,678,809

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11.52円 7.94円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 17,787 14,034

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 － －

２【その他】

平成30年５月９日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………290,364千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………30円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月１日

（注） 平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年８月10日

株式会社インターワークス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 神宮 厚彦 印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 上野 陽一 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社インターワークスの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半

期連結会計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30

年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インターワークス及び連

結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営

成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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